
令和６年度当初予算　復活見積調書（部長）　 健康福祉部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1
健康福祉政
策課

健幸都市づくり
推進費

健幸都市づくり推進事
業（動画制作・放映、
SNS発信、共同研究）

（１）動画の制作、放映
市民の健幸づくりに繋がる15秒の動画を1本作成し、令和5
年度に作成する3本の動画と合わせた計4本の動画に市制
施行70周年記念ロゴをいれ、草津イオンのイオンシネマで
の放映や市のSNS等で活用することで、何気ない日常の
中で市が進める「健幸都市づくり」に触れる機会を増やし、
健幸都市の知名度および市民の主観的健幸感の向上に
努めるとともに、市制施行70周年の周知に努めます。

（２）SNSを活用した情報発信
「健幸都市くさつ」の知名度を向上し、健幸だと感じることが
できる市民を増やすため、SNSを活用した「健幸」に関する
訴求力のある情報発信を行い、何気ない日常の中で健幸
都市づくりを目にする機会を増やし、健幸都市の知名度向
上に努めます。なお、当該業務の実施にあたっては、掲載
記事の作成や取材先の調整等において、健康増進課が取
り組む「食と運動プロジェクト」等と連携して実施すること
で、事業の相乗効果を高めます。

（３）共同研究
健幸無関心層への効果的なアプローチの方策を検討する
ため、立命館大学等の協力の下で、働き世代を対象に、今
年度（1年目）の共同研究で開発中である「簡易的な指標
（FOV）」と連動した効果的な「運動プログラム」の開発を行
い、市立プール等での運動プログラムの提供や、他事業で
の展開に活用します。

（１）R6.5契約⇒R6.6～R6.9動画作成
⇒R6.10イオンシネマでの放映開始
※イオンとは、R6.4に契約し、R5作成
の動画を随時放映。
（２）R6.5契約⇒R6.6～ＳＮＳで発信
（３）R6.5契約⇒R6.6～R7.2モニタリン
グ・データ解析⇒R7.3研究成果（FOV
指標の開発）公表

15,219 7,659 9,658 4,829 5,462 2,731 0 0 0 2,731 4,850 2,425 0 0 0 2,425
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

2
人とくらしの
サポートセ
ンター

生活支援体制整
備事業費

第２層生活支援体制
整備事業委託料

単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が増加
する中、まちづくり協議会等の地域を代表する組織、ＮＰＯ
法人、民間企業、ボランティア団体、その他の地縁組織な
ど、地域における多様な事業主体と連携しながら、高齢者
の多様な日常生活上の支援体制の充実および強化ならび
に高齢者の社会参加の推進を一体的に図ることを目的と
する。

Ｒ６．４月　委託契約締結
以降随時、委託先にて地域課題の解
決に向けた会議の運営等を実施

22,372 4,308 21,757 4,188 615 236 118 0 141 120 281 108 54 0 65 54

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

3 生活支援課
生活保護法施行
事務費

生活保護医療事務員

　生活保護世帯増加に伴う医療扶助業務の増加および来
年度、新規事業の医療扶助のオンライン資格確認業務を
円滑に実施するためにも、医療扶助業務の対応を行う会
計年度任用職員を１名増員する必要がある。

R6.4.1～　雇用 6,545 735 3,611 903 2,935 2,200 0 0 0 735 0 0 0 0 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況等
から、措置しません
でした。

4 障害福祉課
地域サポート促
進事業費

障害福祉サービス事
業所等整備事業補助
金

　生活介護事業所は、ニーズに対して社会資源の供給が
追い付いていない状況であり、関係団体等からも、整備促
進を要望されています。
　また、重障心身障害者対応の共同生活援助施設も同様
に、受け入れが可能な事業所が少なく、関係団体等から
も、整備促進を要望されています。当該事業の実施によ
り、事業所の定員が増加し、より多くの利用希望者がサー
ビスを利用できるようになります。

・６月～７月頃　　国庫内示
・８月以降　　　　 国庫交付決定
・９月頃　　　　　　市補助金交付申請
・１０月頃　　　　　市補助金交付決定
・年度内　　　　　 工事完了

31,146 0 0 0 36,946 0 0 0 0 36,946 36,946 0 0 0 0 36,946

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

5 障害福祉課 援護施設費
人材育成研修受講支
援補助金

　強度行動障害を有する者への支援ニーズは高いもの
の、生活介護事業所において、その受け入れが難しい状
況であることから、強度行動障害にかかる研修受講に対す
る補助を行い、強度行動障害者への対応力の向上および
新規の受け入れ確保につなげます。

・４月　　　　　　　 要綱改正
　　　　　　　　　　 事業者へ制度周知
・５月～１１月頃　県基礎研修
・１２月～ 　　　　 県実践研修募集・実
施
・基礎研修、実践研修受講終了後
　　　　　　　　　　 市補助金交付申請
　　　　　　　　　　　　　　　　 交付決定

168 0 48 0 120 0 0 0 0 120 48 0 0 0 0 48

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。
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財　　　源　　　内　　　訳
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6 健康増進課 保健衛生推進費
帯状疱疹予防接種費
用助成

　高齢者(65歳以上)が帯状疱疹を発症した場合、痛みや外
見の変化から外出の機会が減ることで介護等の支援が必
要になるリスクが高いことから健康の保持・増進ならびに
経済的負担の軽減を図ることを目的に帯状疱疹予防接種
にかかる費用の一部を助成します。

令和6年4月1日
要綱施行、費用助成開始。
以降、広報・ホームページ等で周知。

31,083 31,083 0 0 30,199 0 0 0 0 30,199 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

7 健康増進課 保健衛生推進費
BCGワクチン接種委託
料

　現在、予防接種法に基づき、草津栗東医師会等と契約締
結し、予防接種を実施しています。BCGは結核を予防する
ワクチンで、乳幼児期に接種することにより、結核の発症を
52～74％程度、重篤な髄膜炎や全身性の結核に関して
は、64～78％程度予防することができると報告されていま
す。

令和6年4月1日
草津栗東医師会等と単価契約締結、
接種開始。

9,962 9,962 9,962 9,962 1,708 0 0 0 0 1,708 1,708 0 0 0 0 1,708

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

8 健康増進課 保健衛生推進費
健康管理システム改
修費

　5種混合ワクチン、小児肺炎球菌15価ワクチンが定期接
種化することに伴い、医療機関への支払い業務が発生す
ることから、予防接種情報を記録している健康管理システ
ムの改修を行い、事務の負担を軽減します。

令和6年4月1日
契約締結、5月上旬までに改修完了。
令和6年5月下旬以降
接種実施医療機関に支払い手続き。

0 0 0 0 726 0 0 0 0 726 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

9 健康増進課 保健衛生推進費
高齢者肺炎球菌接種
委託料

　高齢者の肺炎球菌感染症を防ぐため、65歳、70歳、75
歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳となる年度の末日まで
の間を対象にワクチン接種を実施してきましたが、令和6年
12月20日の予防接種基本方針部会にて、令和6年度以降
は、接種日当日に65歳の者または、60歳～65歳未満の者
であって厚生労働省の定める疾病に該当する者のみを対
象とすることが決定したため、減額するものです。

令和6年4月1日
草津栗東医師会等と単価契約締結、
接種開始。

7,974 7,974 7,974 7,974 -3,252 0 0 0 0 -3,252 -3,251 0 0 0 0 -3,251

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

10 保険年金課
後期高齢者医療
特別会計繰出金

後期高齢者医療・福祉
医療窓口業務（会計年
度任用職員）

　後期高齢者医療特別会計の事務費の財源は一般会計
であることから、年度末に同事業費の執行予定額を一般
会計から後期高齢者医療特別会計に繰出すことで、後期
高齢者医療特別会計の財政運営を行うものです。
（翌年度に執行額が確定後、補正予算にて執行残額を後
期高齢者医療特別会計から繰入れることより精算）

・年度末に後期高齢者医療特別会計
事務費の執行予定額を後期高齢者
医療特別会計へ繰出
・翌年度に補正予算にて執行残額を
後期高齢者医療特別会計から繰入
れることにより精算

2,684 2,684 0 0 2,684 0 0 0 0 2,684 0 0 0 0 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況等
から、措置しません
でした。

部合計 127,153 64,405 53,010 27,856 78,143 5,167 118 0 141 72,717 40,582 2,533 54 0 65 37,930


